
(単位：百万円）

金　　額 金　　額

19,377                  12,455                  

732                      1,037                   

338                      167                      

2,884                   656                      

134                      360                      

8                         2,617                   

13,115                  7,262                   

1,039                   338                      

1,134                   14                        

△10                     

15,587                  14,898                  

5,653                   1,160                   

1,773                   41                        

1                         13,696                  

182                      

3,696                   

27,354                  

316                      

1                         

305                      

9                         7,611                   

100                      

9,617                   

260                      7,511                   

12                        25                        

721                      7,486                   

8,410                   7,486                   

212                      

7,611                   

34,965                  34,965                  

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他

関 係 会 社 株 式 利 益 剰 余 金

負　債　合　計

無 形 固 定 資 産

借 地 権 純　　資　　産　　の　　部

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 株 主 資 本

資 本 金

 純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債及び純資産合計

長 期 前 払 費 用 利 益 準 備 金

繰 延 税 金 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

敷 金 及 び 保 証 金 繰 越 利 益 剰 余 金

投 資 その 他の 資産

構 築 物 長 期 預 り 敷 金 保 証 金

工 具 器 具 備 品

土 地

建 物 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

関係会社短期貸付金 預 り 金

関 係 会 社 立 替 金 賞 与 引 当 金

そ の 他 そ の 他

販 売 用 不 動 産 未 払 法 人 税 等

仕 掛 販 売 用 不 動 産 未 払 消 費 税 等

貯 蔵 品 前 受 金

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 未 払 金

売 掛 金 未 払 費 用

貸　借　対　照　表
（2020年3月31日現在）

資　　　産　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科　　　目 科　　　目



(単位：百万円）

53,768                        

47,606                        

6,161                         

販売費及び一般管理費 3,254                         

2,907                         

6                               

132                            

3                               142                            

4                               4                               

3,044                         

3,044                         

1,105                         

△22                          1,083                         

1,961                         

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 利 益

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

関 係 会 社 業 務 受 託 料

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

そ の 他 の 営 業 外 費 用

売 上 高

損　益　計　算　書
2019年4月01日から

2020年3月31日まで

科 目 金            額



(単位：百万円）

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 100              25                6,424            6,449            6,549            6,549            

誤謬の訂正による
累積的影響額

△116           △116           △116           △116           

100              25                6,308            6,333            6,433            6,433            

当期変動額

剰余金の配当 -                 -                 △784           △784           △784           △784           

当期純利益 -                 -                 1,961            1,961            1,961            1,961            

当期変動額合計 -                 -                 1,177            1,177            1,177            1,177            

当期末残高 100              25                7,486            7,511            7,611            7,611            

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

遡及処理後
当期期首残高

株主資本等変動計算書
2019年4月01日から

2020年3月31日まで

株主資本

純資産
合計資本金

利益剰余金
株主資本

合計利益
準備金

利益剰余金
合計



【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した会計処理の原則及び手続きは、次のとおりであります。

1.資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
（ア）関係会社株式 移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
（ア) 販売用不動産 個別法による原価法
（イ) 仕掛販売用不動産 個別法による原価法

（いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの

　方法により算定）

2.固定資産の減価償却の方法

定率法
　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物及び2016年4月1日以降に取得
した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。

定額法
　自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に
基づく定額法を採用しております。

3.引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 　役員及び従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

(3) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異、過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数（5年）による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（5年）による均等額を発生年度の翌事業年度から費用処理して
おります。

(4) 役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

4.消費税等の会計処理方法

　税抜き方式によっており、資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としております。

【誤謬の訂正に関する注記】
　当期において、当社が前事業年度までに申告した消費税の金額に誤りが発覚し修正申告を行っており、
計算書類においてもこの誤謬の訂正を行っております。
　この誤謬の訂正の結果、当事業年度の期首の純資産の帳簿価額に反映された累積的影響額により、利
益剰余金の期首残高は116百万円減少しております。

個　別　注　記　表

（1）有形固定資産

（2）無形固定資産



1.関係会社に対する短期金銭債権 112百万円

2.関係会社に対する短期金銭債務 239百万円

3.有形固定資産の減価償却累計額 1,522百万円

4.保有目的の変更
　当事業年度において、固定資産の保有目的変更により、固定資産のうち1,171百万円を販売用不動産
に振替えております。

1.関係会社との取引高

売 上 高 44百万円
売 上 原 価 11百万円
販売費及び一般管理費 121百万円
営業取引以外の取引高 6百万円

1.当事業年度末日における発行済株式数
4,764株

2.剰余金の配当に関する事項

（1）2019年6月21日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

配当金の総額 784百万円

1株当たり配当額 164,569.02円 

基準日 2019年3月31日

効力発生日 2019年6月22日

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

次のとおり決議を予定しております。

配当金の総額 835百万円

1株当たり配当額 175,320.15円 

基準日 2020年3月31日

効力発生日 2020年6月20日

損益計算書に関する注記

株主資本等変動計算書に関する注記

貸借対照表に関する注記



1．金融商品の状況に関する事項
　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。
　営業債権に係る信用リスクは、内規に基づく管理によりリスク低減を図っております。
　営業債務は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

2．金融商品の時価等に関する事項
　2020年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注)3参照)｡

(単位：百万円）

(注)1．負債に計上されているものについては、( )で示しております。
　   2．金融商品の時価の算定方法 2．金融商品の時価の算定方法
　　　　資産
　　　　(１)現金及び預金、並びに(2)関係会社短期貸付金
　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
　　　　　　よっております。
　　　　負債
　　　　(3)預り金
　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
　　　　　　よっております。

 3．敷金及び保証金（貸借対照表計上額8,410百万円）及び長期預り敷金保証金（貸借対照表計上
  　　　額13,696百万円）は市場価格がなく、実質的な預託期間を算定することが困難でありかつ金額の
 　　　 重要性が小さいことから、上記表に含めておりません。

繰延税金資産発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

3百万円

5百万円
24百万円

721百万円

貸 倒 引 当 金

未 払 事 業 所 税
そ の 他
繰延税金資産小計
評 価 性 引 当 額
繰延税金資産合計

－
721百万円

54百万円未 払 事 業 税

14百万円
401百万円
14百万円
86百万円

役員退職慰労引当
退 職 給 付 引 当 金
未 払 社 会 保 険 料
販売用不動産評価

税効果会計に関する注記

（2）　関係会社短期貸付金
（3）　預り金 (7,262)

117百万円賞 与 引 当 金

13,115 13,115
(7,262)

－
－

金融商品に関する注記

貸 借 対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

732 732 －（1）　現金及び預金



(単位：百万円）

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注）1．キャッシュ･マネジメント･システムによる資金の貸付については、基本契約に基づき残高が毎日変動

              するため、期末残高のみを記載しております。なお、担保は受け入れておりません。
　　　　 2．キャッシュ･マネジメント･システム以外の貸付については、当座貸越契約であり、基本契約に基づき
              残高 が毎日変動するため、期末残高のみを記載しております。なお、担保は受け入れておりません。 
　　　　3．受取利息は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　当社は、東京都において、賃貸用のマンション（土地を含む。）を有しております。

　2020年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は131百万円（賃貸収益は売上高に、主
な賃貸費用は売上原価に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度の増減額及び時価は、次のとおりであり

ます。
(単位：百万円）

　　　　　（注）1．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
　　　　　（注）2．当事業年度増減額のうち、主な減少額は棚卸資産への振替（1,171百万円）によるものでありま

　　　　　　　　 　　す。
　　　　　（注）3．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

貸借対照表計上額
当 期 首 残 高 当 事 業 年 度 増 減 額 当 期 末 残 高

当 期 末 の
時 価

6,5946,371 △1,251 5,119

賃貸等不動産に関する注記

936立 替 金－
出 向 社 員
の 派 遣

所有
直接100％

東急社宅マネジ
メント（株）

子
会
社

3,614          
関 係 会 社
短 期 貸 付

金
－

資 金 の 貸
付

（ 注 １ 、 2 ）

役員の兼任
受 取 利 息
（ 注 3 ）

6 未 収 利 息

親
会
社

受 取 利 息
（ 注 3 ）

ｷｬｯｼｭ･ﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ･ｼｽﾃ
ﾑによる資金
の 貸 付
（ 注 １ 、 2 ）

属 性 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者

との関係

役員の兼任
被所有

直接100％
東急不動産ホール

ディングス（株）

関連当事者との取引に関する注記

2

期末残高科目取引金額取引の内容

－

9,501          

未 収 利 息

関 係 会 社
短 期 貸 付

金

0

－



1．１株当たり純資産額
2．１株当たり当期純利益

　新型コロナウイルスによる感染拡大に伴い、当社グループにおける営業施設・運営施設等において
臨時休業や営業時間の短縮が発生しており、各事業において来客数の減少や事業活動自粛による
影響が発生しております。
　上記により、当社の翌事業年度の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

重要な後発事象に関する注記

411,821円06銭

１株当たり情報に関する注記

1,597,664円70銭


